
第 27号議案

令和 5年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和 5年度長岡京市後期高齢者医療事業特別会計予算は、次に定めるところ

による。

(歳入歳出予算 )

第 1条  歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1,563,509千 円と定

める。

2 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1表歳入歳出

予算」による。

令和 5年 2月 20日 提 出

長岡京市長  中小路 健 吾



後期高齢者 医療事業特別会計予算

―後 1-



第 1表

歳  入

歳入歳出予算

彗 ●
■,′、 項 金 額

千円

1,301,3311後期高齢者医療保険料

l後期高齢者医療保険料 1,301,331

31

31

260,284

2使用料及び手数料

1手数料

3繰入金

一般会計繰入金 260,284

1

1,563,509

4繰越金

1繰越金

5諸収入 1,862

l延滞金、加算金及び過料 50

2償還金及び還付加算金 1,810

3預金利子

4雑入

歳 入 合 計
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歳   出

款 項 金 額

1総務費

l総務管理費

2徴収費

千円

29,786

26,344

3,442

2後期高齢者医療広域連合納付金

l後期高齢者医療広域連合納付金

1,531,879

1,531,879

3諸支出金

1償還金及び還付加算金

2繰出金

1,811

1,810

1

4予備費

1予備費

33

33

歳 出 合 計 1,563,509

―後 3-
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1  総 括

入 )(歳

歳入歳出予算事項別明細書

彗←
0ヘ 前年度予算額 比 較

1後期高齢者医療保険料

千円

1,301,331

千円

1,252,257

千円

49,074

2使用料及び手数料 31 63 △ 32

3繰入金 260,284 6,190

4繰越金 1 0

5諸収入 1,862 1,562 300

歳 入 合 計 1,563,509 55,532

―後 5-

本年度予算額

|

|

254,0941

1

|
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|

| |

1,507,977



(歳  出)

款 本年度予算額 前年度予算額 比 較

l総務費

千円

29,786

千円

33,777

千円

△ 3,991

2後期高齢者医療広域連合納付金 1,531,S79 1,472,624 59,255

3諸支出金 1,811 1,511 300

4予備費 33 65 △ 32

歳 出 合 計 1,507,977 55,532

―後 6-
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
国府支出金 地 方 債 そ の 他

千 円 千 円 千円

29,786

千 円

0

230,498 1,301,381

1,810 1

33

0 262,094 1,301,415

―後 7-
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2  歳  入

1款 後期高齢者医療保険料
1項 後期高齢者医療保険料

2款 使用料及び手数料

1項 手数料

1督促手数料 31 63 △ 32

計 31 63 ∠ゝ 32

3款 繰入金

1項 一般会計繰入金

1保険基盤安定制度繰入金 207,746 9,578

2広域連合事務費負担金繰入金

3職員給与費・事務費繰入金

計

603

33,777 △ 3,991

260,284 254,094 6,190

4款 繰越金

1項 繰越金

1繰越金

日 本年度予算額 前年度予算額 比 較

l後期高齢者医療保険料

千円

l,301,331

千円

1,252,257

千円

49,074

計 1,301,331 1,252,257 49,074

―後 8-
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貝|!

説 明
区  分 金  額

1現年度分

千円

1,298,368 特別徴収保険料

普通徴収保険料

千円

704,359

594,009

2過年度分 2,963 滞納繰越分 2,963

1督促手数料 31 督促手数料 31

1繰越金 前年度繰越金

1保険基盤安定

制度繰入金

207,746 保険基盤安定制度繰入金 207,746

1広域連合事務

費負担金繰入

金

l職員給与費・

事務費繰入金

22,752 広域連合事務費負担金繰入金 22,752

29,786 職員給与費・事務費繰入金 29,786

―後 9-

後期高齢者医療事業特別会計
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4款 繰越金

1項 繰越金

本年度予算額 前年度予算額 1七 較

千 円 千円

1

千円

01

5款 諸収入

1項 延滞金、加算金及び過料

1延滞金

言十 50 50

5款 諸収入

2項 償還金及び還付加算金

1保険料還付金 l,800 1,500

2還付加算金 10 10

計 1,810 1,510

300

300

5款 諸収入

3項 預金利子

1預金利子

計

5款 諸収入

4項 雑入

l雑入

言十

―後 10-
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説 明
金

森即

区   分 額

千 円 千 円

1延滞金 50 延滞金 50

1保険料還付金

l還付加算金

1,800 保険料還付金 1,800

10 還付加算金 10

1預金利子 預金利子

1雑入

―
後 11-

後期高齢者医療事業特別会計
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3  歳  出

l款 総務費
1項 総務管理費

l款 総務費

2項 徴収費

目 本年度予算額 前年度予算額 比    較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

1-般管理費

~~享
両T~~~~~千円|

26.3441      30,4341

1              1

千円

△ 4,090

千 円

(財源内訳)

職員給与費・事務費繰入金

千円

26,344

26,344

千 円

言十 26,344 30,434 △ 4,090 0 0 26,344 0

1徴収費 3,4421       3,3431

(財源内訳)

職員給与費・事務費繰入金

99 3,442

3,442

―後 12-
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貝11

金 額

千円

559

説 明

千 円

242年金・保険制度の適正運用

01庶務管理事業

会計年度任用職員報酬 2人

普通旅費

特別旅費

消耗品費

通信運搬費

後期高齢者医療システム保守委託料

後期高齢者医療システム機器等借上料

990職員人件費

90職員人件費

職員給料 3人

扶養手当

地域手当

住居手当

通勤手当

時間外手当

期末勤勉手当

共済組合

厚生会

9,450

559

10

12

80

6,403

2,301

85

16.894

8,467

120

1,031

336

338

1,200

3,144

2,233

25

2給料

3職員手当等

8,467

6,169

4共済費 2,258

228旅費

10需用費 80

11役務費 6,403

12委託料 2,301

13使用料及び賃

借料

85

1報酬 367 242年金・保険制度の適正運用

01保険料徴収事業

会計年度任用職員報酬 1人

消耗品費

3,442

367

15

10需用費 522

11役務費 2,553

―後 13-

後期高齢者医療事業特別会計

区   分

1報酬

|



1款 総務費

2項 徴収費

2款 後期高齢者医療広域連合納付金

1項 後期高齢者医療広域連合納付金

3款 諸支出金

1項 償還金及び還付加算金

3款 諸支出金

2項 繰出金

1-般 会計繰

出金

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

千 円 千 円 千 円 千 円 千 円

99 0

千 円 千 円

|

言十 3,442 3,343 0

230,498 1,301,381

207,746

22,752

1,472,624

59,255

1,531,879 59,255

保険基盤安定制度繰入金

広域連合事務費負担金繰入金

1,531,879

(財源内訳 )

後期高齢者

医療広域連

合納付金

230,498 1,301,381

l保険料還付

金

1,810

(財源内訳 )

保険料還付金

還付加算金

1,510 300

|

1,800

1,510計
‐

―後 14-
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Rロ

説 明
区  分 金   額

千円

507

2,552

1

印刷製本費

通信運搬費

手数料

18負担金・補助

及び交付金

1,531,879 242年金・保険制度の適正運用

01後期高齢者医療負担金事業

後期高齢者医療広域連合事務費負担金

後期高齢者医療保険料等負担金

後期高齢者医療保険基盤安定制度負担金

1,531,879

22,752

1,301,381

207,746

22償還金・利子

及び割引料

l 242年金・保険制度の適正運用

01保険料徴収事業

保険料償還金及び還付加算金

1,810

1,810

27繰出金 242年金・保険制度の適正運用

01精算繰出金事業

―後 15-

後期高齢者医療事業特別会計

千円
|



3款 諸支出金

2項 繰出金

4款 予備費
1項 予備費

1予備費 65 △ 32 33

言十 33 33

目 本年度予算額 前年度予算額 比   較

本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

国府支出金 地 方 債 そ の 他

千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円 千 円

計 1 1 0 0 0 0 l

―後 16-
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Fロ

説 明
区  分 金   額

千 円 千 円

一般会計繰出金

―後 17-

後期高齢者医療事業特別会計
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給 与 費 明 細 書

1-般 職

(1)総  括

言十

共済費
↓
―

■
一μ△

口 備 考区 分 II皮 員数

報 酬 給 料 職員手当等

会計年度任用職
員3人を含む本年度

(1)

D

926 S,467 6,169 15,562 2,258 17,820

前年度
(1)

0

1,388 8.246 6,054 15,688 1,983 17,671
会計年度任用職
員3人を含む

△ 126 275 119ケヒ  較
(0)

0
∠ゝ 462 221 l15

トキ の

千 人

る .

職

員

手
当

等

の
内

訳

区分 扶  養 地  域 通  勤 特殊勤務 時 間 外 夜問勤務 管 理 職

本年度 120 1,031 336 338 1,200

前年度 120 1,004 336 290 1,200

比較 0 27 0 48 0

期末勤勉 退  職 児  童 単身赴任
管理職員
特別勤務

計

3,144 0 6,169

2,984 120 6.054

160 △ 120 115

―後 18-

給 与 費

住  居



(2)給料及び職員手当等の増減額の明細

区分 増減額 増減事由別内訳 説  明 備  考

1
給与改定に伴う
増加分

44
給与改定の状況
前年度改定率 0.52%

給に伴う増加
ヨ

ｒ

ヽ

Ｊ

ｒ

フ

ア
フ

２ 178 平均昇給率 3.04%給料 221

△ l
その他の増減
う〉

3 職員の異動等によるもの

職員数の異動状況
本年度 3(うち常勤一般職職員2名 )

前年度 3(うち常勤一般職職員2名 )

増 減 0

地域手当の増
減分

1 27 職員の異動等によるもの

期末勤勉手当
の増減分

ツ 160 職員の異動等によるもの
職員手

当等
115

3
その他の増減
分

∠ゝ 72 職員の異動等によるもの

―後 19-



(3)給料及び職員手当等の状況

ア 職員1人 当たりの給与

イ 初任給 (令和5年4月 1日 )

※暫定再任用短時間勤務職員を除く。

区  分 一般行政職

平均給料月額 243,300

平均給与月額 308,579

平均年齢 (歳 )

令和5年 1月 1日 現在

31歳 5月

平均給料月額 235,400

平均給与月額 283,248令和4年 1月 1日 現在

平均年齢 (歳 ) 30歳 5月

国の制度
区  分 一般行政職

一般行政職 (一般職 )

158,900 154,600高 校 卒

191,700 185,200大 学 卒

―後 20-



ウ 級別職員数

(級別の基準となる職務 )

※その他の職種は除く。

※(  )内は、暫定再任用短時間勤務職員数及び構成比の外書きである。

X構成比の欄は、級の区分ごとに端数処理をしているため計が合わないことがある。

人

一般行政職

職員数 構成比

区  分

級

7級

6級

5級

4級

3級
(1)

1

(100.0)

50.0

2級

l投 50.0

(!) (100.0)

100.0

令和5年 1月 1日 現在

計

区 分 7イ及 6級 ら級 4級 3級 2級 1級

一般行政職 部 長

次 長

課 長

課長補佐
係 長

総括主査
主 査

→一 ■=」二 言

「

技 師

主 事

技 師

―後 21-



工 期末手当・勤勉手 当

オ 地域手当

力 その他の手当

lι 月

支給期別支給率
区  分

6月 12月

支給率計
職制上の段階、
職務の級等によ

る加算措置
備考

本年度

2.20

(1_15)

2.20

(1.15)

有

前年度

2.225

(1■ 75)

2.225

0.175)

有

「■」の制度

2.20

(1.15) (1.15)

2.20

有

′)

σ)

で

(,()

で

支給率 支給対象職員数 国の制度 (支給率 )

12

(1)

16

区分 国の制度との異同 /1異び)11容

扶養手当 1司 じ

住居手当 同 じ

通勤手当 異なる
交通用具使用の場合、用具の種
類により額が異なる距離区分があ
る。

―後 22-
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